
















































































(チョーンシー , 2006, pp. 177-9)。連邦政府は、1996年に婚姻防衛法（DOMA: Defence of 
Marriage Act）¹¹ を制定、各州もこれに連動して、同性婚を明文で禁止するような州憲法ない
し婚姻法の改正をし、このような措置をとった州は、30以上を数えたのである (鈴木 , 2001, p. 
229)。¹² こうした経緯こそがまさに、「家族の定義が自然や普遍の反映ではなく、一方の定義














































































































































































































































































































































































り、逆に特権的に扱われること」(ファインマン , 2003, p. 251)もなくなるとも思える。
しかし、同性愛に対する白眼視は、なにも婚姻制度のみに起因するものではない。ミシェル・
フーコーは、「セクシュアリティの装置」と「婚姻の装置」はそれぞれ重なりつつもそれぞれ
が自律性をもった装置であると喝破した (e.g., (フーコー , 1986, pp. 136-8))。これを前提とし
て風間孝は、「この 2つ（の装置）が自律性をもち、一方が他方に還元し得ないものであるな
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¹⁰Baehr v. Miike, No.91-1394, 1996 WL 694235 (Haw. Cir. Ct. Dec. 3, 1996).









¹⁵ 最判 1969［昭 44］・4・3民集 23巻 4号 709頁
¹⁶ 性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律 3条 1項 4号
¹⁷ 同法 4条 1項
¹⁸ 法が恣意性を隠匿し、あたかもそれ自体が自然・普遍であるかのように振る舞うことに警鐘







にじ編集部 . (2002). 「同性パートナーは入院・手術の許諾ができるか」. 『にじ』, 通巻 3号 , 
2-9.
にじ編集部 . (2003a). 「公正証書こうすればできる」. 『にじ』, 通巻 6号 , 24-29.
にじ編集部 . (2003b). 「同性カップルとローン・生保」. 『にじ』, 通巻 7号 , 34-38.
二宮周平 . (1990). 『事実婚の現代的課題』. 東京 : 日本評論社 .
二宮周平 . (2005). 『家族法』. (2nd ed.). 東京 : 新世社 .
林瑞枝 . (2002). 「パートナー関係法の展開」. 『法律時報』, 74巻 9号 , 33-38.
菱木昭八郎 . (1994). 「スウェーデン同性婚法」. 『ジュリスト』, 1056号 , 137-140.
菱木昭八郎 . (2003). 「スウェーデン・ホモ関係立法」. 『専修法学論集』, 87号 , 222-237.
ファインマン , Ｍ . Ａ . (2003). 『家族、積みすぎた方舟』 (速水葉子 & 穐田信子 , Trans.). 東京 : 
学陽書房 .
フーコー , Ｍ . (1986). 『性の歴史 I　 知への意志』 (渡辺守章 , Trans.). 東京 : 新潮社 .
伏見憲明 . (1997). 「フェミニズムの視点から考える結婚制度」 [Interview with 上野千鶴子 ] 
. In クィア・スタディーズ編集委員会 (Ed.), 『クィア・スタディーズ ‘97』 (pp. 
89-104). 東京 : 七つ森書館 . 
星野茂 . (1997). 「わが国における同性愛者をめぐる家族法上の諸問題」. 『法律論叢』, 69巻 3・
4・5号 , 237-260.
前田剛志 . (2004). 「同性愛と法理論」. 『阪大法学』, 54巻 1号 , 219-246.
丸山茂 . (2005). 『家族のメタファー』. 東京 : 早稲田大学出版部 .
南野佳代 . (2001). 「結婚する権利」. In 棚瀬孝雄 (Ed.), 『法の言説分析』 (pp. 202-231). 京都 : ミ
ネルヴァ書房 .
村上隆則 . (2006). 「訳者解説」. In Ｇ . チョーンシー , 『同性婚̶ゲイの権利をめぐるアメリカ
現代史』 (上杉富之 & 村上隆則 , Trans.) (pp. 273-279). 東京 : 明石書店 .
善積京子 . (2003). 「＜近代結婚＞の揺らぎ」. 『家族社会学研究』, 14巻 2号 , 43-53.
ルベイ , Ｓ . (2002). 『クィア・サイエンス』 (玉野真路 & 岡田太郎 , Trans.). 東京 : 勁草書房 .
渡邉泰彦 . (2001). 「同性の生活パートナーシップとは？」. 『徳島文理大学研究紀要』, 62号 , 
81-124.
渡邉泰彦 . (2002a). 「同性登録パートナーシップ試案」. 『同志社法学』, 53巻 9号 , 141-179.
渡邉泰彦 . (2002b). 「ドイツ生活パートナーシップ法施行後の状況」. 『徳島文理大学研究紀要』, 
64号 , 53-63.
渡邉泰彦 . (2002c). 「スイス連邦登録パートナーシップ法草案」. 『徳島文理大学研究紀要』, 64
号 , 65-86.
渡邉泰彦 . (2004). 「ヨーロッパにおける同性カップルの法的保護」. 『東北学院大学論集法律学』, 
63号 , 1-99.
渡邉泰彦 . (2005a). 「生活パートナーシップ法条文仮訳」. 『東北学院大学法学政治学研究所紀
要』, 13号 , 113-148.
渡邉泰彦 . (2005b). 「スイスにおける同性登録パートナーシップ法立法の状況」. 『東北学院大
学法学政治学研究所紀要』, 13号 , 55-98.
渡邉泰彦 . (2007). 「同性カップルの法的保護」. In 水野紀子 (Ed.), 『家族̶ジェンダーと自由と
法』 (pp. 141-175). 仙台 : 東北大学出版会 .
研究論文：同性婚反対論への反駁の試み――「戦略的同性婚要求」の立場から
Research Paper: "The Strategic Demand for Same-Sex Marriage" - Arguments for Legalization
116 117
²⁹ アメリカでの状況につき、(チョーンシー , 2006, pp. 74-5)参照。
³⁰ とは言え、明るみになったものとしては日本初のゲイ・バッシングである 2000年 2月の新
木場事件では 1人が殺害されたことを忘れてはならない。2006年 7月にも同様に強盗傷害
事件が発生しており、暗数は計り知れない。日本でも生命の危機を含む重大な差別が存在する。
³¹ (チョーンシー , 2006, pp. 111-7)参照。
³² むろん、日本の企業も、慶弔休暇や家族手当など、幅広い利益を異性カップルに提供してい
ることに注意されたい (清水 , in press)。
³³ 例えば (渡邉 , 2002a, pp. 148-151 et. al.)など。
³⁴ 公証人法 1条 1号
³⁵ 民事訴訟法 228条 2項
³⁶ (棚村 , 2006, pp. 166-8; 赤杉 , 土屋 & 筒井 , 2004, pp. 18-35; 大村 , 2004, pp. 233-7; にじ編
集部 , 2002; にじ編集部 , 2003a; にじ編集部 , 2003b)など参照。実際の契約内容の例が (に
じ編集部 , 2003b, p. 36)に掲載されている。
³⁷ 民法 969条
³⁸ 任意後見契約法参照。





⁴¹ 民法 90条。(棚村 , 2006, pp. 166-7)参照。
⁴² 双方が一方的な解除が可能である契約を望むのならばそれでよいが、それを望まない場合、
問題となる。たとえ解約禁止の特約をおいたとしても、「過度に人身を拘束するものとして無
効とされる可能性が高い」(大村 , 2004, p. 236)。
⁴³ (にじ編集部 , 2002, p. 9; にじ編集部 , 2003a, pp. 27-8)には、公証人との交渉の末、拒まれ
た際の様子が記されている。
⁴⁴ 公証にかかる費用については公証人手数料令参照。(にじ編集部 , 2003b, p. 29)の例では、
当事者双方 1通ずつ、計 2通で 34,000円かかったという。弁護士に相談するのならば、こ
れに弁護士費用が別途必要となる。
⁴⁵ 実践例が積み重なれば、事前に契約を結ばずとも事後的に処理することも可能であろうとの




日が 1日でも異なれば、遅く産まれた方を養子とすることができると解されている (中川 & 
山畠 , 1994, p. 161)(中川高男執筆 )。
⁴⁷ 民法 809条
⁴⁸ 統計等はないが、(星野 , 1997, pp. 257-8; 鈴木 , 1999)参照。なお、実際に養子縁組をして
いるカップルにインタビューしたものとして、(赤杉 , 土屋 & 筒井 , 2004, pp. 36-58)参照。


















が奉ずる価値への配慮（譲歩）が要請される」(大村 , 2004, p. 366)といった制度理解をして
いることは、対照的である。
²³ 「現時点で最も広く受け入れられている意見は、[生物学的なもの・社会的なもの双方を含め






結婚しないとする回答が 44件であった (動くゲイとレズビアンの会 , 1992, pp. 320-6, 372)。
²⁵ ハワイ州、バーモント州、マサチューセッツ州いずれの裁判でも、子の福祉に悪影響がある
という州側の主張は退けられている (清水 , in press)。
²⁶ (村上 , 2006, p. 276)参照。
²⁷ 1984年にカリフォルニア州のバークレー市がはじめて採択して以来、2004年の時点で
フォーチュン 500企業（すなわち大企業）のほぼ半数が採用するなど、アメリカの 7,000以
上の企業・大学・自治体などの組織に広がっている。この制度の詳細につき、(棚村 , 1992; 杉浦 , 




_sponsored_homophobia_ILGA_07.pdf、最終アクセス 2007年 12月 20日）。
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プとの差異をつけることは難しい (渡邉 , 2007, pp. 163-4)。
⁷⁰ (前田 , 2004)参照。
⁷¹ Goodridge v. Dep't of Pub. Health, 440 Mass. 309, 798 N.E.2d 941 (2003).





⁷⁵ (伊田 , 1998a; 伊田 , 1998b; 伏見 , 1997, [Interview with 上野千鶴子 ]; 上野 , 2003, pp. 
284-7 et. al.; ファインマン , 2003)などは基本的にこの立場であると思われる。
⁷⁶ (ファインマン , 2003, p. 252, pp. 286-7 et. al.)参照。
⁷⁷ 同旨、(杉浦 , 2004)。
⁷⁸ この点、(伊田 , 1998a, pp. 135-6)は、最終的にシングル単位に移行することを前提に、過渡的・
一時的には同性カップルに対する法的保障を認める。
⁷⁹ (安藤 , 2005)参照。
⁴⁹ 民法 810条
⁵⁰ 民法 889条 1項、887条 1項。その他、Bに子がいなくとも、実親が生存していた場合には、
Aの相続分は婚姻配偶者には及ばないなど。
⁵¹ 出入国管理及び難民認定法 2条の 2、別表第 2
⁵² 通説・実務によれば、配偶者間には「自己と同程度の水準まで扶養する義務」（生活保持義務）
があるのに対し、子が成人した後の親子間は「相手方が生活難に陥った場合に自己に余力が
あれば援助すべき義務」（生活扶助義務）があるにすぎない (二宮 , 2005, pp. 253-4)。
⁵³ 民法 802条 1号
⁵⁴ 実質的意思説に立てば無効と解せざるをえず、縁組意思を届出意思と捉える形式的意思説に
立っても、「性愛秩序と親子の秩序を混同するような養子縁組は、公序良俗に反し無効と解さ
れるであろう」(鈴木 , 1999, p. 83)。
⁵⁵ 民法 736条
⁵⁶ 準婚理論。まず学説で通説化していき、最高裁にも承認されている（最判 1958［昭 33］・4・
11民集 12巻 5号 789頁）。その経緯につき (大村 , 2004, pp. 225-6)参照。




は観念できると考えている (清水 , in press)。
⁵⁹ もちろん、同性カップルというヨコの関係で捉えられるということは、養子縁組というタテ
の関係を模さなくてもよい分、社会的なインパクトはまったく異なるが。
⁶⁰ この分類方法は、(渡邉 , 2004)による（ただし、契約型を登録パートナーシップの一類型と
した）。
⁶¹ (ド・ペルサン , 2004; 林 , 2002)など参照。
⁶² (渡邉 , 2001; 渡邉 , 2002b; 渡邉 , 2004, pp. 23-53; 渡邉 , 2005a)など参照。
⁶³ (渡邉 , 2002c; 渡邉 , 2005b)など参照。
⁶⁴ (渡邉 , 2004, pp. 17-23)など参照。特にスウェーデンについては (菱木 , 1994; 菱木 , 2003)
参照。
⁶⁵ (鈴木 , 2001)など参照。
⁶⁶ (床谷 , 2007)など参照。
⁶⁷ (ダグラス , 2007)など参照。
⁶⁸ 嫡出推定の規定（民法 772条）が同性カップル当事者に適用されれば問題が起こりうるが、「推
定の及ばない子」法理を適用すれば足りる問題である (清水 , in press)。
⁶⁹ たとえばドイツでは、同性婚の法制化が基本法（ドイツの憲法に相当）6条 1項における婚姻・
家族の保護条項に反するとした連邦最高裁決定があったため、同性カップル保護の立法にあ
たって婚姻との差異を（その名称のみならず効果においても）強調せざるを得なかった (渡邉 , 
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"The Strategic Demand for Same-Sex Marriage" 
- Arguments for Legalization
Yudai SHIMIZU
There is a wide range of arguments opposing the legal recognition of same-sex 
marriage, including (1)“Marriage,” by definition, refers to “the union between a man 
and a woman” and should be accompanied by “reproduction”; (2) An increase in the 
number of homosexuals will endanger to survival of our species; (3) It will have negative 
eﬀects on the welfare of children; (4) There is no need for legal security; (5) Surely there 
are other priorities for LGBT movements rather than providing legal security for same-
sex couples?; (6) Other forms of legal security, such as civil contracts, adoptions between 
the partners, and legalizing same-sex concubinage or registered partnerships, would be 
preferable; (7) Marriage itself should be abolished as an institution. 
This paper counters these adverse opinions by pointing out the significance of 
legalization for the social acceptance of same-sex couples, the urgent need for legal 
security for same-sex couples, and how the recognition of same-sex couples presents 
possibilities for reforming the current institution of marriage. Finally, this paper proposes 
the "Strategic Demand for Same-Sex Marriage” as a strategy for the anti-homophobia 
movement in Japan today.
Keywords: same-sex marriage, same-sex couples, legal security, homophobia, Strategic 
Demand for Same-Sex Marriage 
